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連結経営指標等 

  

 
(注) １ 百万円単位の金額については、単位未満を切り捨てて表示しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第92期第３四半期連結累計期間及び92期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第92期

第３四半期 
連結累計期間

第92期
第３四半期 
連結会計期間

第91期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日

自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

売上高 (百万円) 122,639 32,909 184,309

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失
（△）

(百万円) △934 △4,266 4,481

当期純利益又は四半期純損
失（△）

(百万円) △8,649 △10,574 1,776

純資産額 (百万円) ― 63,185 78,081

総資産額 (百万円) ― 154,672 173,529

１株当たり純資産額 (円) ― 515.77 638.73

１株当たり当期純利益又は
四半期純損失（△）

(円) △71.20 △87.06 14.62

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― 13.47

自己資本比率 (％) ― 40.5 44.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,817 ― 11,535

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,657 ― △9,298

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △390 ― △3,422

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 12,665 9,543

従業員数 (名) ― 10,322 10,379



当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

平成20年12月31日現在 

 
(注)  従業員数は就業人員数であります。 

  

平成20年12月31日現在 

 
(注)  従業員数は就業人員数であります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

従業員数(名) 10,322

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 1,327



当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格で表示しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 相手先別販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため、相手先別販売実績及び総販売実 

績に対する割合の記載を省略しました。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

半導体 25,114

ＰＭ 3,671

ＰＳ 3,197

合計 31,983

(2) 受注実績

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

半導体 19,497 8,197

ＰＭ 4,614 1,460

ＰＳ 4,021 3,478

合計 28,133 13,136

(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

半導体 24,652

ＰＭ 5,025

ＰＳ 3,232

合計 32,909



当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。 

当第３四半期連結会計期間におけるエレクトロニクス業界は、米国発の金融危機に端を発する世界的

な景気後退の波を受け、その結果11月以降の市場環境は急速に悪化の度合いを強めてまいりました。特

に、自動車及びデジタル家電の世界的な販売量減少により、関連メーカー各社では大規模な在庫調整を

実施するなど、当社グループを取り巻く環境は、想定を上回る規模とスピードで厳しさを増してまいり

ました。こうした状況下、当社グループではシェア拡大に向けた積極的な販売活動を展開したほか、受

注減に応じた固定費削減や設備投資凍結などの諸施策に注力してまいりました。しかしながら、当第３

四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高が329億９百万円と、前年同期に比べ24.3％の減と

なり、損益面につきましても、営業損失31億29百万円、経常損失42億66百万円、四半期純損失105億74

百万円を計上することとなりました。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次の通りであります。 

半導体事業 

半導体事業のうち半導体デバイスにつきましては、エアコンなどの白物家電向け製品が順調に売

上を伸ばしたものの、液晶テレビや自動車産業における生産調整の影響を大きく受けたほか、その

他製品についても消費需要の低迷が続き、前年同期に比べ売上が大幅に減少いたしました。また、

ＣＣＦＬにつきましても、本年度モデルにおいてシェアを回復しましたが、想定を上回る液晶パネ

ルの在庫調整から、11月以降の売上が大幅に減少いたしました。これらの結果、半導体デバイスと

ＣＣＦＬを合わせた当事業の売上高は246億52百万円と、前年同期比80億99百万円（24.7％）の減

となり、営業損失19億11百万円を計上いたしました。 

  

ＰＭ事業 

ＰＭ事業につきましては、薄型テレビ市場の伸び悩みによる受注減少などから、売上高は50億25

百万円と、前年同期比20億79百万円（29.3％）の減となり、営業損失６億74百万円を計上すること

となりました。 

  

ＰＳ事業 

ＰＳ事業につきましては、国内販売は堅調を維持しました。しかしながら、中国における設備投

資が信用収縮の影響を受け低調に推移したことから、ＶＶＶＦインバータの販売が減少いたしまし

た。この結果、売上高は32億32百万円と、前年同期比３億69百万円（10.3％）の減となり、営業利

益につきましても70百万円と、前年同期比３億98百万円（84.9％）の減となりました。 

  

② 所在地別セグメントの業績を示すと、次の通りであります。 

日本における売上高は、液晶テレビや自動車産業における生産調整の影響を大きく受けたことな

どにより227億８百万円と前年同期比59億56百万円(20.8%)の減となり、営業損失30億31百万円（前

年同期 営業利益２億15百万円）となりました。 

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析



アジアにおける売上高は、中国を中心に消費が急速に冷え込んだことなどから、39億５百万円と

前年同期比11億16百万円(22.2%)の減となりましたが、韓国サンケンの収益の回復などにより、営

業利益は３億34百万円と前年同期比２億40百万円(255.3％)の増となりました。  

北米における売上高は、為替相場が円高で推移していることなどから41億95百万円と前年同期比

16億33百万円(28.0%)の減となり、営業利益は71百万円と前年同期比６億42百万円(90.0%)の減とな

りました。  

欧州における売上高は、サンケン パワーシステムズ(ユーケー)リミテッドにおけるＰＭ事業の

販売不振から、21億円と前年同期比18億41百万円(46.7%)の減となり、営業利益は３百万円と前年

同期比２億23百万円(98.7%)の減となりました。 

  

 当第３四半期連結会計期間末における資産の部は、1,546億72百万円となり、第２四半期連結会計期

間末より169億15百万円減少いたしました。これは主に、受取手形及び売掛金が103億88百万円、機械装

置及び運搬具が31億42百万円減少したことなどによるものです。 

 負債の部は、914億87百万円となり、第２四半期連結会計期間末より９億30百万円減少いたしまし

た。これは主に、短期借入金が109億20百万円増加し、コマーシャル・ペーパーが110億円減少したこと

などによるものです。 

 純資産の部は、631億85百万円となり、第２四半期連結会計期間末より159億85百万円減少いたしまし

た。これは主に、利益剰余金が114億24百万円、為替換算調整勘定が43億49百万円減少したことなどに

よるものです。 

  

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、126億65百万円となり、第２四

半期連結会計期間末に比べ19億64百万円の増加となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、25億63百万円のプラスとなり、前年同期に比べ２億33百万円の収入増と

なりました。これは主に、売上債権の減少によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、27億16百万円のマイナスとなり、前年同期に比べ３億85百万

円の支出増となりました。これは主に、有形固定資産等の取得による支出によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、31億44百万円のプラスとなり、前年同期に比べ26億46百万円

の収入増となりました。これは主に、コマーシャル・ペーパー償還資金及び設備投資資金対応として資

金調達を行なったことによるものであります。 

  

(2) 財政状態の分析

(3) キャッシュ・フローの状況



当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

なお、当社では会社の支配に関する基本方針を以下の通り定めております。 

  

①  当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

上場会社である当社の株式については、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められているた

め、当社取締役会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には

株主の皆様の意思により決定されるべきであり、当社株式に対する大規模な買付行為に応じて当社株

式を売却するかどうかの判断も、最終的には当該株式を保有する株主の皆様の自由な意思によるべき

ものと考えます。 

 しかしながら、当社及び当社グループの経営にあたっては、独自のウエーハプロセスや半導体デバ

イスの製造技術、また回路技術を駆使した電源システムとオプティカルデバイスの組み合わせなど、

幅広いノウハウと豊富な経験が必要になります。さらに、お客様・取引先及び従業員等のステークホ

ルダーとの間に築かれた関係等への十分な理解が不可欠であり、それなくしては将来実現することの

できる株主価値を適正に判断することはできません。 

 当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めてお

りますものの、突然大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥

当か否かを株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、買付者及び当社取締役会の双方から

適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式の継続保有をお考えの株主の

皆様にとっても、かかる買付行為が当社に与える影響や、買付者が考える当社の経営に参画したとき

の経営方針、事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株式の継

続保有を検討するうえで重要な判断材料となると考えます。 

 以上を考慮した結果、当社としましては、大規模な買付行為を行う買付者において、株主の皆様の

判断のために、当社が設定し事前に開示する一定の合理的なルールに従って、買付行為に関する必要

かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後

にのみ当該買付行為を開始する必要があると考えております。 

 また、大規模な買付行為の中には、当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社株主共同の利益を

著しく損なうものもないとはいえません。当社は、かかる買付行為に対して、当社取締役会が、当社

が設定し事前に開示する一定の合理的なルールに従って適切と考える方策をとることも、当社株主共

同の利益を守るために必要であると考えております（以上の当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する考え方について、以下「本基本方針」といいます。)。 

  

②  当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の当社の本基本方針の実現に資する特別な

取組み 

当社では、多数の投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社株主共同の

利益に資するための取組みとして、以下の取組みを実施しております。 

  

1) 会社の経営の基本方針 

当社は、当社が歩むべき方向性を明確にするため、経営理念を平成15年４月に制定しておりま

す。この理念に則り、半導体をコアビジネスに技術力と創造力の革新に努め、独自技術によるグ

ローバルな事業展開を進めるとともに、企業に対する社会的要請や環境との調和に対する着実な対

応を通じて、会社の価値を最大限に高めるべく、確固たる経営基盤の確保に邁進しております。 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題



2) 中長期的な会社の経営戦略 

当社グループでは、平成18年４月から平成21年３月までの３ヵ年に亘る中期経営計画（以下「本

計画」といいます。）を策定しております。 

  本計画では、基本方針として次の事項を定めております。 

  ・コアビジネス拡大に向けた攻めの事業展開 

  ・光ビジネスのさらなる拡大 

  ・革新的「ものづくり」の推進 

  ・グローバルマネジメント強化によるグループ総合力の発揮 

  ・デジタル市場に対応するスピード体質への変革 

 また、本計画では、パワーエレクトロニクスビジネス及びオプティカルデバイスビジネスを注力

すべき事業領域と定めております。これら事業領域への経営資源の集中によって、より一層攻めの

成長戦略を展開し、常に他に先行する力強いリーダーたらんとするため、スローガンを「The 

Powerful Leader in P&O」とし、「つねに挑戦、さらに強く」の積極精神を継続して、一層の収益

力向上のため本計画を推し進めております。 

3) コーポレート・ガバナンス強化 

当社は、経営の効率化、透明性の向上及び健全性の維持を図るべく、取締役会の迅速かつ適確な

意思決定と業務執行の監督機能を強化させる一方、執行役員制度の採用により機動的な業務執行体

制の構築、マネジメント機能の強化を推し進めております。さらに、業務監査室及びＩＲ室の設置

を通じて、コーポレート・ガバナンス体制の強化に努めております。 

 また、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制の実現と、事業年度における取締役の経営責

任の明確化を図るため、第91回定時株主総会において取締役の任期を２年から１年に短縮いたして

おります。 

  

これらの取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由につきましては、平成20年５

月９日付プレスリリース「会社の支配に関する基本方針及び当社株式の大規模買付行為への対応方針

（買収防衛策）に関するお知らせ」にて公表しておりますので、そちらをご参照ください。 

  

③  本基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み（当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策)） 

当社は、平成20年６月27日開催の第91回定時株主総会の承認をもって、特定株主グループの議決権

割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループの

議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の

如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した買付行為は適用対象からは除外いたしま

す。）を対象とする大規模買付ルールを設定し、大規模買付者がこれを遵守した場合と遵守しなかっ

た場合の対応方針（以下、「本対応方針」といいます。）を導入いたしました。 

 本対応方針の詳細並びにこれに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由につきまして

は、平成20年５月９日付プレスリリース「会社の支配に関する基本方針及び当社株式の大規模買付行

為への対応方針（買収防衛策）に関するお知らせ」にて公表しておりますので、そちらをご参照くだ

さい。 

  

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は35億33百万円であります。 

  

(5) 研究開発活動



当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(1)当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更はありません。 

  

(2)当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、完了したものは次のとおりです。 

  

 
  

(3)当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりで

す。 

  

 
  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画

会社名 

事業所名
所在地

セグメント 

の名称
設備の内容 完了年月

完成後の 

増加能力

ポーラー セミコンダクター 

インク

米国ミネソタ州 

ブルーミントン
半導体 半導体製造設備 平成20年11月 ―

会社名 

事業所名
所在地

セグメント

の名称

設備の 

内容

投資予定額
資金調達 

方法

着手及び完了予定
完成後の 

増加能力総額 

(百万円)

既支払額 

(百万円)
着手年月 完了年月

石川サンケン株式会社 

志賀工場

石川県羽咋郡 

志賀町
半導体

半導体 

製造設備
125 - 自己資金 平成21年5月 平成21年9月 ―

山形サンケン株式会社 山形県東根市 〃
半導体 

検査設備
200 - 〃 平成20年10月 平成21年4月 ―

福島サンケン株式会社
福島県 

二本松市
〃

半導体 

製造設備
162 8 〃 平成20年12月 平成21年3月 ―

ポーラー  

セミコンダクター 

インク

米国 

ミネソタ州 

ブルーミント

ン

〃 〃 318 121 〃 平成20年12月 平成21年4月

当該ライン 

生産能力 

29%増加

ピーティー サンケン 

インドネシア

インドネシア 

西ジャワ州 

ブカシ

ＰＭ
ＰＭ 

製造設備
262 68 〃 平成20年10月 平成21年3月

当該ライン 

生産能力 

30%増加



  

 
  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

(注) 当第３四半期会計期間において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成20年11月４日付で関

東財務局長に提出された大量保有報告書により、平成20年10月27日現在で以下の株式を所有している旨の報告

を受けておりますが、当社として当第３四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。  

 
  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式                 257,000,000

計                 257,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 125,490,302 125,490,302
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 125,490,302 125,490,302 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年12月31日 ― 125,490 ― 20,896 ― 21,119

(5) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 6,481 5.17



当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。 

平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含ま 

  れております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が含まれております。 

   自己保有株式                    414株 

  

平成20年９月30日現在 

 
  

  

 
(注) 上記株価欄の数字はすべて東京証券取引所市場第一部での株価であります。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)   
普通株式        

4,023,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式       

120,274,000
120,274 ―

単元未満株式
普通株式       

1,193,302
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 125,490,302 ― ―

総株主の議決権 ― 120,274 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
サンケン電気株式会社

埼玉県新座市北野
三丁目６番３号

4,023,000 - 4,023,000 3.20

計 ― 4,023,000 - 4,023,000 3.20

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
４月 ５月

 
６月 ７月 ８月 ９月 10月

 
11月 12月

最高(円) 646 715 741 658 604 554 448 399 363

最低(円) 508 565 617 550 524 415 268 299 322



前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

３ 【役員の状況】



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す

る内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の

四半期連結財務諸表規則を適用しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,852 9,763

受取手形及び売掛金 ※４, ※５  32,165 ※４, ※５  43,603

商品及び製品 15,478 13,517

仕掛品 16,813 14,369

原材料及び貯蔵品 11,019 12,719

繰延税金資産 374 3,371

その他 4,636 6,835

貸倒引当金 △171 △129

流動資産合計 93,168 104,050

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,826 20,932

機械装置及び運搬具（純額） 27,235 32,081

工具、器具及び備品（純額） 1,503 2,266

土地 4,388 4,412

建設仮勘定 3,475 1,907

リース資産（純額） 56 －

有形固定資産合計 ※１, ※３  55,485 ※１, ※３  61,600

無形固定資産   

ソフトウエア 303 429

その他 592 1,127

無形固定資産合計 896 1,556

投資その他の資産   

投資有価証券 2,125 2,859

繰延税金資産 72 655

その他 3,173 3,055

貸倒引当金 △250 △249

投資その他の資産合計 5,121 6,321

固定資産合計 61,503 69,479

資産合計 154,672 173,529



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 22,344 25,699

短期借入金 20,013 12,894

1年内償還予定の社債 10,000 10,000

コマーシャル・ペーパー － 30,000

未払費用 6,987 8,160

未払法人税等 758 394

繰延税金負債 61 0

役員賞与引当金 37 30

その他 1,735 1,084

流動負債合計 61,937 88,262

固定負債   

社債 20,000 －

長期借入金 4,767 2,200

繰延税金負債 1,197 1,069

退職給付引当金 2,805 3,092

役員退職慰労引当金 152 172

その他 626 651

固定負債合計 29,549 7,185

負債合計 91,487 95,447

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,896 20,896

資本剰余金 21,252 21,261

利益剰余金 31,823 42,239

自己株式 △3,886 △3,878

株主資本合計 70,086 80,518

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 92 526

為替換算調整勘定 △7,532 △3,444

評価・換算差額等合計 △7,440 △2,917

新株予約権 236 189

少数株主持分 302 291

純資産合計 63,185 78,081

負債純資産合計 154,672 173,529



(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 122,639

売上原価 102,202

売上総利益 20,437

販売費及び一般管理費 ※１  19,425

営業利益 1,012

営業外収益  

受取利息 74

受取配当金 30

消費税等免除益 131

雑収入 324

営業外収益合計 560

営業外費用  

支払利息 518

為替差損 831

製品補償費 644

雑損失 513

営業外費用合計 2,507

経常損失（△） △934

特別利益  

固定資産売却益 12

その他 0

特別利益 12

特別損失  

固定資産除却損 118

固定資産売却損 0

特別退職金 207

災害による損失 60

減損損失 ※２  2,281

その他 0

特別損失合計 2,668

税金等調整前四半期純損失（△） △3,590

法人税等 ※３  5,030

少数株主利益 28

四半期純損失（△） △8,649



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 32,909

売上原価 29,819

売上総利益 3,090

販売費及び一般管理費 ※１  6,219

営業損失（△） △3,129

営業外収益  

受取利息 20

受取配当金 11

雑収入 94

営業外収益合計 126

営業外費用  

支払利息 205

製品補償費 352

為替差損 552

雑損失 154

営業外費用合計 1,264

経常損失（△） △4,266

特別利益  

固定資産売却益 12

その他 0

特別利益 12

特別損失  

固定資産除却損 12

特別退職金 191

減損損失 ※２  2,281

その他 △0

特別損失合計 2,485

税金等調整前四半期純損失（△） △6,739

法人税等 ※３  3,823

少数株主利益 11

四半期純損失（△） △10,574



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △3,590

減価償却費 9,496

減損損失 2,281

貸倒引当金の増減額（△は減少） 61

退職給付引当金の増減額（△は減少） △425

受取利息及び受取配当金 △105

支払利息 518

売上債権の増減額（△は増加） 10,805

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,355

仕入債務の増減額（△は減少） △2,456

その他 1,484

小計 13,715

利息及び配当金の受取額 105

利息の支払額 △388

法人税等の支払額 △614

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,817

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △7,317

有形固定資産の売却による収入 146

無形固定資産の取得による支出 △207

投資有価証券の取得による支出 △29

貸付けによる支出 △1,430

貸付金の回収による収入 1,612

その他 △430

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,657

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 9,077

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △30,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △41

長期借入れによる収入 3,153

長期借入金の返済による支出 △942

社債の発行による収入 19,900

自己株式の売却による収入 6

自己株式の取得による支出 △23

配当金の支払額 △1,522

財務活動によるキャッシュ・フロー △390

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,647

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,121

現金及び現金同等物の期首残高 9,543

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 0

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  12,665



当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

１ 連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間から、新たに設立した

アレグロ マイクロシステムズ フィリピン カ

ーモナ インク及び重要性が増したサンケンロジ

スティクス㈱を連結の範囲に含めております。ま

た、第２四半期連結会計期間から、新たに設立し

た大連三墾貿易有限公司を連結の範囲に含め、清

算したサンケン トランスフォーマー（シンガポ

ール）プライベート リミテッドを連結の範囲か

ら除外しております。

２ 会計処理の原則及び手続の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計

基準第９号）を第１四半期連結会計期間から適

用し、評価基準については、低価法から原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変

更しております。 

 これによる損益に与える影響はございませ

ん。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準

委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18

号）を第１四半期連結会計期間から適用し、連

結決算上必要な修正を行っております。 

 これによる損益に与える影響は、軽微であり

ます。



 
  

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

(3) リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成

19年３月30日企業会計基準第13号）及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成６年１月18日 最終改正平

成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16

号）を第１四半期連結会計期間から早期に適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸取引に係る方法に準じた

会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理に変更し、リース資産として計上し

ております。 

 また、リース資産の減価償却方法は、リース

期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算

定する方法によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を引き続き採用しております。 

 これにより、従来の方法によった場合に比

べ、リース資産が有形固定資産に56百万円、無

形固定資産に４百万円計上されております。 

 なお、これによる損益に与える影響はござい

ません。



  

 
  

  

 
  

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前

連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前

連結会計年度末以降の経営環境等の変化に対応し、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングにその変化の影響を加味し

た結果により判断しております。

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

税金費用の計算

 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を

採用しております。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算

すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定

実効税率を使用する方法によっております。



  

 
  

  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  118,593百万円 

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。

 ２ 保証債務

会社名等
保証残高 
(百万円)

内容

従業員 1 銀行借入保証

計 1 ―

※３ 担保資産

担保に供されている資産はありません。 

  

 

 

※４ 輸出債権譲渡に伴う遡及義務額は454百万円であ

ります。

※５ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理 

  四半期連結会計期間末日（金融機関休業日）満

期日の受取手形154百万円は、同日に決済が行わ

れたものとして処理しております。

 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 112,667百万円 

  

 

 ２ 保証債務

会社名等
保証残高 
(百万円)

内容

従業員 4 銀行借入保証

計 4 ―

※３ 担保資産

建物 3,235百万円

土地  1,299 〃  

計 4,534百万円

※４ 輸出債権譲渡に伴う遡及義務額は1,892百万円で

あります。
※５       
         ―――――――――



  

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次の通りであります。

給与・賞与 7,007百万円

梱包発送費 971百万円

退職給付費用 △39百万円

役員賞与引当金繰入額 32百万円

役員退職慰労引当金繰入額 12百万円

貸倒引当金繰入額 102百万円

※２ 減損損失 

当第３四半期連結累計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。

場所 用途 種類

ピーティー サンケ
ン インドネシア
（インドネシア西ジ
ャワ州ブカシ） 他

ＰＭ製品 
製造設備等

機械装置等

当社グループは原則として事業セグメントごと
に、遊休資産は個別にグルーピングしておりま
す。 
当第３四半期連結累計期間において、収益性が著
しく低下した資産グループの帳簿価額を、回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
（2,281百万円）として特別損失に計上しまし
た。 
その内訳は、建物及び構築物487百万円、機械装
置及び運搬具806百万円、工具、器具及び備品404
百万円、ソフトウエア106百万円、その他476百万
円であります。

※３ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

ります。



  

  

 
  

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日  
 至 平成20年12月31日)

 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次の通りであります。

給与・賞与 2,230百万円

梱包発送費 303百万円

退職給付費用 △31百万円

役員賞与引当金繰入額 12百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

貸倒引当金繰入額 39百万円

※２ 減損損失 

当第３四半期連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。

場所 用途 種類

ピーティー サンケ
ン インドネシア
（インドネシア西ジ
ャワ州ブカシ） 他

ＰＭ製品 
製造設備等

機械装置等

当社グループは原則として事業セグメントごと
に、遊休資産は個別にグルーピングしておりま
す。 
当第３四半期連結会計期間において、収益性が著
しく低下した資産グループの帳簿価額を、回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
（2,281百万円）として特別損失に計上しまし
た。 
その内訳は、建物及び構築物487百万円、機械装
置及び運搬具806百万円、工具、器具及び備品404
百万円、ソフトウエア106百万円、その他476百万
円であります。

※３ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

ります。



  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金 12,852百万円

 引出制限付預金 △187百万円

 現金及び現金同等物 12,665百万円



当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１

日 至 平成20年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

（百万円）

(株主資本等関係)

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 125,490,302

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,028,780

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第３四半期

連結会計期間末残高 
(百万円)

連結子会社 ― ― 236

合計 ― 236

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 850 7 平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月７日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 850 7 平成20年９月30日 平成20年12月５日

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 前連結会計年度末残高 20,896 21,261 42,239 △3,878 80,518

 在外子会社の会計処理の変更に 

 伴う減少額
△142 △142

 当第３四半期連結会計期間末 

 までの変動額

  剰余金の配当 △1,700 △1,700

  四半期純損失(△) △8,649 △8,649

  自己株式の取得 △23 △23

  自己株式の処分 △8 15 6

  連結子会社の増加に伴う 

  剰余金の増加高
76 76

 当第３四半期連結会計期間末 

 までの変動額合計
― △8 △10,273 △8 △10,290

 当第３四半期連結会計期間末残高 20,896 21,252 31,823 △3,886 70,086



  



  
該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係)



当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
(注)１ 事業区分の方法は、製造方法及び製品の類似性等によっております。 

  ２ 各事業の主な製品 

 （１）半導体…………パワーIC、コントロールIC、ホールIC、バイポーラトランジスタ、MOSFET、IGBT、サイ

リスタ、整流ダイオード、発光ダイオード、冷陰極蛍光放電管 

 （２）ＰＭ……………スイッチング電源、トランス、汎用小型無停電電源装置（汎用小型ＵＰＳ） 

 （３）ＰＳ……………無停電電源装置（UPS）、インバータ、直流電源装置、高光度航空障害灯システム、各

種電源装置 

  ３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載したとおり、「連結財務諸表作

成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務

対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用しております。なお、これによる損益に与える影響

は、軽微であります。 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

半導体事業 
(百万円)

ＰＭ事業
(百万円)

ＰＳ事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

24,652 5,025 3,232 32,909 ― 32,909

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

449 20 0 470 (470) ―

計 25,102 5,045 3,232 33,380 (470) 32,909

営業利益又は営業損失(△) △1,911 △674 70 △2,514 (614) △3,129

半導体事業 
(百万円)

ＰＭ事業
(百万円)

ＰＳ事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

96,151 17,046 9,441 122,639 ― 122,639

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

1,457 60 1 1,518 (1,518) ―

計 97,608 17,106 9,443 124,158 (1,518) 122,639

営業利益又は営業損失(△) 3,800 △1,400 479 2,880 (1,867) 1,012



当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
(注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  ２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア…………韓国、中国、フィリピン、シンガポール、マレーシア、インドネシア、香港 

 （２）北米……………米国 

 （３）欧州……………英国 

  ３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載したとおり、「連結財務諸表作

成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務

対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用しております。なお、これによる損益に与える影響

は、軽微であります。 

  

【所在地別セグメント情報】

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

22,708 3,905 4,195 2,100 32,909 ― 32,909

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

2,247 5,273 4,066 2 11,590 (11,590) ―

計 24,956 9,179 8,261 2,103 44,500 (11,590) 32,909

営業利益又は営業損失(△) △3,031 334 71 3 △2,622 (506) △3,129

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

85,025 14,293 15,067 8,253 122,639 ― 122,639

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

9,340 18,608 14,247 3 42,199 (42,199) ―

計 94,365 32,902 29,315 8,256 164,839 (42,199) 122,639

営業利益又は営業損失(△) △301 1,205 1,388 92 2,384 (1,372) 1,012



当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
(注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  ２ 各区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア…………韓国、中国、香港、台湾 

 （２）北米……………米国、メキシコ 

 （３）欧州……………英国、ドイツ 

 （４）その他の地域…オーストラリア、ブラジル 

  

【海外売上高】

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 12,136 2,373 2,193 △0 16,703

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 32,909

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

36.9 7.2 6.7 △0.0 50.8

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 48,897 8,693 8,836 7 66,435

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 122,639

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

39.9 7.1 7.2 0.0 54.2



１ １株当たり純資産額 

  

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

 
(注) １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

515.77円 638.73円

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 63,185 78,081

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

539 480

 (うち新株予約権（百万円）） (236) (189)

 (うち少数株主持分（百万円）） (302) (291)

普通株式に係る四半期連結会計期間末
(連結会計年度末）の純資産額（百万円）

62,646 77,600

１株当たり純資産額の算定に用いられた四
半期連結会計期間末（連結会計年度末）の
普通株式の数（千株)

121,461 121,492

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日  
 至 平成20年12月31日)

 

１株当たり四半期純損失(△) △71.20円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
つきましては、潜在株式は存在するものの、１株当たり
四半期純損失であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失(△) △87.06円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
つきましては、潜在株式は存在するものの、１株当たり
四半期純損失であるため記載しておりません。

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)
(百万円)

△8,649 △10,574

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △8,649 △10,574

普通株式の期中平均株式数(千株) 121,478 121,466



該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)



第９２期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当については、平成20年11月７日開催

の取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

  ①配当の総額                    850百万円 

  ②１株当たりの金額                    ７円 

  ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成20年12月５日 

  

  

２【その他】



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



 

  

平成２１年２月９日

サンケン電気株式会社 

取締役会 御中 

  

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

サンケン電気株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間(平成２０年１０月１日から平成２０年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２

０年４月１日から平成２０年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンケン電気株式会社及び連結子会社の平

成２０年１２月３１日現在の財務状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  

 
 ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

  

  

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  原  淳  一  ㊞

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  千  葉     彰  ㊞

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  渡  辺  力  夫  ㊞

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。
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